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出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より 

図１ 地球温暖化の仕組み 

第１章 計画策定の背景 

 

１．地球温暖化の仕組み 

  地球の表面は太陽のエネルギーで温められています。温められた熱の一部は大気中の温

室効果ガスに吸収されて、地球上に残ります。 

この温室効果ガスは、大気中にある二酸化炭素、メタン、フロン類などのことを指し、 

地球の平均気温を 14℃程度に保つ働きをしています。大気中の温室効果ガスの量が適度な 

ら、地球全体の気温はほどよく保たれます。 

ところが、温室効果ガスが増えすぎると熱が余分に残ります。すると、地球全体の気温 

が上がってしまいます。これを地球温暖化といいます。（図 1） 

人類は石油や石炭などの化石燃料を燃やしてエネルギーを取り出し、経済を成長させて 

きました。18世紀後半の産業革命以降、世界全体の温室効果ガスの排出量は増加が続いて 

おり、特に近年は急増しています。 
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出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より 

図２ 日本への影響 

２．地球温暖化の影響 

 地球温暖化問題は、その予想される影響の大きさや深刻さから見て、人類の生存基盤に 

関わる安全保障の問題と認識されており、最も重要な環境問題の一つとされています。既 

に世界的にも、平均気温の上昇、雪氷の融解、海面水位の上昇が観測されています。また、 

日本においても、様々な影響が予測されております。（図２参照。） 

2021 年８月には、IPCC 第６次評価報告書第１作業部会報告書が公表され、同報告書で 

は、人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がないこと、 

大気、海洋、雪氷圏及び生物圏において、広範囲かつ急速な変化が現れていること、気候 

システムの多くの変化（極端な高温や大雨の頻度と強度の増加、強い熱帯低気圧の割合の

増加等）は、地球温暖化の進行に直接関係して拡大することが示されました。  

個々の気象現象と地球温暖化との関係を明確にすることは容易ではありませんが、今後 

地球温暖化の進行に伴い、このような猛暑や豪雨のリスクは更に高まることが予測されて

います。 
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３．地球温暖化対策を巡る国際的な動向 

2015 年（平成 27 年）11 月から 12 月にかけて、フランス・パリにおいて、COP21 が 

開催され、京都議定書以来 18 年ぶりの新たな法的拘束力のある国際的な合意文書となる 

パリ協定が採択されました。  

合意に至ったパリ協定は、国際条約として初めて「世界的な平均気温上昇を産業革命以 

前に比べて 2℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること」や「今 

世紀後半の温室効果ガスの人為的な排出と吸収の均衡」を掲げたほか、全ての国が温室効 

果ガスの削減目標を 5年ごとに提出・更新し、共通かつ柔軟な方法でその実施状況を報告 

し、評価と見直しを行うことが決まりました。 

また、2018年に公表された IPCC「1.5℃特別報告書」によると、世界全体の平均気温の 

上昇を、２℃を十分下回り、1.5℃の水準に抑えるためには、CO2 排出量を 2050年頃に正 

味ゼロとすることが必要とされています。この報告書を受け、世界各国で、2050年までの 

カーボンニュートラルを目標として掲げる動きが広がりました。 

 

４．地球温暖化対策を巡る国内の動向 

2020年 10 月、我が国は、2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにす 

る、すなわち、2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言しま 

した。翌 2021年 4月、地球温暖化対策推進本部において、2030年度の温室効果ガスの削 

減目標を 2013 年度比 46％削減することとし、さらに、50％の高みに向けて、挑戦を続け 

ていく旨が公表されました。      

2025年 2月には、新たな地球温暖化対策計画の閣議決定がなされ、我が国の温室効果ガ 

ス削減目標として「2030年度において、温室効果ガスを 2013 年度から 46％削減すること 

を目指すこと。さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けていく。また、2035年度、2040 

年度において、温室効果ガスを 2013年度からそれぞれ 60％、73％削減することを目指す」 

という新たな削減目標が位置付けられました。 

    また、宮崎県においては、令和 5 年（2023 年）3 月に『宮崎県環境計画』を改定し、国

の地球温暖化対策計画を踏まえて、「温室効果ガス排出量を令和 12年度（2030年度）まで

に平成 25年度（2013 年度）比で 50％削減する」という目標を掲げ、県民総力戦で温室効

果ガスの排出削減に取り組むこととしています。 

  諸塚村では、2020 年 3 月に、「気候非常事態宣言」を行いました。この宣言は、地球温

暖化が深刻になり、私たち自身の日常生活や自然環境にとって著しい脅威となっているこ
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との認識を広げ、諸塚村としてできる温暖化防止のための施策を村ぐるみで実践すること

を宣言したものです。この宣言に基づき、「エコビレッジ諸塚の推進」や「再生可能エネル

ギーの積極活用策の推進」などの取組を推進しております。 

また、諸塚村では、森林資源の適切な整備・保全を通じて二酸化炭素の吸収量を確保し、

温室効果ガスの削減に取り組みます。特に再造林や間伐等の適切な施業を推進することに

より創出される吸収量については、国の「J-クレジット制度」を活用し、森林の持続的な

経営や地域の林業振興に還元します。さらに、この仕組みを通じて、脱炭素社会の実現と

地域循環型経済の構築を目指します。 

 

５．事務事業編の基本方針 

「事務事業編」とは、正式名称を「地方公共団体実行計画（事務事業編）」といい、地球 

温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号）（以下「地球温暖化対策推進法」

第 21 条第 1 項に基づいて、策定と公表が義務付けられたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球温暖化対策推進法第 21 条 

（地方公共団体実行計画等） 

第 21 条 1 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即して 

当該都道府県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削 

減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置に関する計画（以下「地方公共 

団体実行計画」という。）を策定するものとする。 

2～7（略） 

8 都道府県及び市町村は、地方公共団体実行計画を策定したときは、遅滞なく、 

単独で又は共同して、これを公表しなければならない。 

9 第 5 項から前項までの規定は、地方公共団体実行計画の変更について準用す 

る。 

10 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、毎年一回、地方公共団体実行 

計画に基づく措置及び施策の実施の状況（温室効果ガス総排出量を含む。）を 

公表しなければならない。 
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第２章 基本的事項 

 

１．目的 

諸塚村地方公共団体実行計画（事務事業編）（ 以下「本計画」といいます。）は、諸塚村

が行っている事務・事業に関して、「温室効果ガスの排出量の削減」（庁舎をはじめとする

公共施設での省エネルギー対策等）に取り組むための削減計画を策定することを目的とし

ています。本計画を実施することで、村自身に対しての効果に加え、地域全体への効果も

期待されます。 

 

２．計画期間 

各年度における温室効果ガス排出量の増減を比較するための基準とする年度を2014年度

（平成 26年度）とし、計画期間を 2025年度（令和 7年度）～2030年度（令和 12年度）ま

での６年間と、目標年度については、「宮崎県環境計画」と同様に 2030年度とします。 

なお、実行計画の実施状況や技術の進歩、社会情勢の変化により、必要に応じて見直し

を行うものとします。 

 

３．上位計画及び関連計画との位置付け 

 本計画は、地球温暖化対策推進法に基づく計画であり、地球温暖化対策に向けた取組を 

事務事業の中で実行するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球温暖化対策の推進に関する法律 

（平成 10年法律第 117号） 

 

関係法令 

地球温暖化対策計画 

（令和 7年 2 月 18日閣議決定） 

 

上位計画 

諸塚村総合長期計画 

 

諸塚村地方公共団体実行計画 

（事務事業編） 
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４．対象とする範囲 

  本計画の対象範囲は、諸塚村の全ての事務・事業とします。全ての事務及び事業には、 

庁舎におけるもののみならず、水道、下水道、公立学校等も含まれます。 

また、外部への委託等により実施するもので、温室効果ガスの排出の抑制等の措置が可 

能なものについては、受託者等に対して必要な措置を講ずるよう要請することとされてい 

ます。 

  このようなことから、本計画においては、下記図３の村有施設及び公用車を対象とし、 

本村の事務及び事業全般に適用されるものとします。 

 

図３ 対象施設 

施 設 名 施 設 名 

１．役場庁舎 １６．学びの館 

２．診療所 １７．福祉館 

３．太田歯科医院諸塚診療所 １８．諸塚浄化センター 

４．中央公民館 １９．簡易水道施設（村内 4施設） 

５．総合運動公園 ２０．リサイクルセンター 

６．村民体育館 ２１．水見菌床施設 

７．七ツ山体育館 ２２．林業総合センター 

８．諸塚中学校（体育館含む） ２３．しいたけの館 21 

９．諸塚小学校（体育館含む） ２４．池の窪ログハウス 

１０．荒谷小学校（体育館含む） ２５．飯干特産品販売所 

１１．七ツ山地区社会教育施設    

（体育館含む） 
２６．家代山菜の里 

１２．立岩地区社会教育施設 

（体育館含む） 
２７．立岩山菜の里 

１３．諸塚幼稚園 ２８．七ツ山山菜の里 

１４．諸塚保育所 ２９．六峰館（プール含む） 

１５．七ツ山ふれあいセンター ３０．わしすきや 
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出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より 

図４ 温室効果ガスの特徴 

５．対象とする温室効果ガス 

    国連気候変動枠組条約の対象となっている温室効果ガスの種類と特徴を下記に示しま

す。（図４参照。） 

本計画が対象とする温室効果ガスは、地球温暖化対策推進法第 2 条第 3 項に掲げる 7 

種類の物質のうち、業務活動における燃料・電気の使用によって発生するエネルギー起源 

CO2が排出量の多くを占めていることから、二酸化炭素（CO2）のみを対象とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本
計
画
で
対
象 
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第３章 二酸化炭素の排出状況 

 

１．二酸化炭素排出状況 

（１）排出量算定方法 

二酸化炭素の排出量は、燃料等の使用量に排出係数を掛けて算出する。 

     注）「温室効果ガス排出算定・報告マニュアル」（環境省・経済産業省）の算出方法を用いている。 

二酸化炭素(CO2)排出量 ＝ 燃料等使用量 × 二酸化炭素排出係数 

 

燃料使用に関するＣＯ２排出係数 

エネルギー種別 発 熱 量 
排出係数

(Kg-C/MJ) 

排出係数

(kgCO2/L) 

ガソリン 34.6(MJ/L) 0.0183 2.32(kgCO2/L) 

灯油 36.7(MJ/L) 0.0185 2.49(kgCO2/L) 

軽油 37.7(MJ/L) 0.0187 2.58(kgCO2/L) 

Ａ重油 39.1(MJ/L) 0.0189 2.71(kgCO2/L) 

液化石油ガス(LPG) 50.8(MJ/) 0.0161 3.00(kgCO2/kg) 

 

電気の使用に関するＣＯ２排出係数 注） 

年度 
排出係数(kgCO2/kWh) 

（九州電力公表値） 

2014年度 

（平成 26年度） 
0.617 

2024年度 

（令和６年度） 
0.423 

   注）電気の使用に関するＣＯ２排出係数については、電力会社が公表する排出係数を用いること 

が望ましいとされ、それにより難い場合は、省令による値を用いることとされている。本 

計画においては、九州電力が公表する値を用いることとする。なお、この値は、毎年変更 

されるため、毎年度確認することとする。 
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（２）基準年度 2014年度【平成 26年度】の排出量算定結果 

    本村の事務・事業における基準年度の二酸化炭素総排出量は、公共施設と公用車のエ 

ネルギー消費量から、744.3ｔ－CO₂ / 年 と算出される。 

 

公共施設におけるエネルギー使用量と二酸化炭素排出量（平成 26年度） 

燃料等使用種類 固有単位 H26 年度使用量 排出係数 単位 CO2排出量(t) 

電気 kWh/年 966,764  0.617 kg/kWh 596.4  

ＬＰガス kg/年 5,818  3.00 kg/kg 17.4  

ガソリン L/年 0  2.32 kg/L 0  

灯油 L/年 4,648  2.49 kg/L 11.6  

軽油 L/年 476  2.58 kg/L 1.2  

Ａ重油 L/年 7,220  2.71 kg/L 7.2  

合 計 633.8  

 

 

公用車によるエネルギー使用量と二酸化炭素排出量（平成 26 年度） 

燃料等使用種類 固有単位 H26 年度使用量 排出係数 単位 CO2排出量(t) 

ガソリン L/年 19,389.8  2.32 kg/L 44.9  

軽油 L/年 25,418.9  2.58 kg/L 65.6  

合 計 110.5  
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（３）要因別の排出状況 

    二酸化炭素排出量を要因別に見ると、他人から供給される電気の使用に伴って排出される 

二酸化炭素が全体の 80％を占め、次いで軽油の使用によるものが９％を占めている。 

 

 

（３）2024年度【令和 6年度】）の排出量算定結果 

本村の事務・事業における 2024年度【令和 6年度】の二酸化炭素総排出量は、公共 

施設と公用車のエネルギー消費量から、511.9t-CO₂/ 年 と算出される。 

 

公共施設におけるエネルギー使用量と二酸化炭素排出量（令和 6年度） 

燃料等使用種類 固有単位 6 年度使用量 排出係数 単位 CO2排出量(t) 

電気 kWh/年 912,570  0.423 kg/kWh 386.0  

ＬＰガス kg/年 5,935  3.000 kg/kg 17.8  

ガソリン L/年 38  2.322 kg/L 0.1  

灯油 L/年 5,090  2.489 kg/L 12.7  

軽油 L/年 20  2.619 kg/L 0.1  

Ａ重油 L/年 3,800  2.710 kg/L 10.3  

合 計 427.0  
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公用車によるエネルギー使用量と二酸化炭素排出量（令和 6年度） 

燃料等使用種類 固有単位 6 年度使用量 排出係数 単位 CO2排出量(t) 

ガソリン L/年 13,515  2.32 kg/L 31.4  

軽油 L/年 20,718.4  2.58 kg/L 53.5  

合 計 84.9  

   注）電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量算定について 

     電力会社（九州電力）が公表する排出係数を使用してよいとされているが、公表される排

出係数は、集計の都合上、１～2 年後に発表される。令和 7 年度の排出量算出に用いる排出

係数は、令和 6 年度のデータとなる。 

 

（４）要因別の排出状況 

     令和６年度の二酸化炭素排出量を要因別に見ると、他人から供給される電気の使用に伴っ 

て排出される二酸化炭素が全体の 75％を占め、次いで軽油の使用によるものが 2％を占 

めている。 
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２．削減目標 

  平成 26 年度を基準年度として、目標年度である 2030 年度（令和 12 年度）の二

酸化炭素排出量を「政府実行計画」および「宮崎県環境基本計画」と同様に 50％削

減することを目標とします。 

また、直近年度では基準年度比で 31.3％の削減となっています。 

 

項目 
基準年度排出量 

（平成 26年度） 

直近年度排出量 

（令和 6年度） 

目標年度排出量 

（令和 12年度） 

二酸化炭素の 

排出量（t-CO₂） 
744.3t-CO２ 511.9t-CO２ 372.2t-CO２ 

削減率（％） ─ 31.3％ 50.0％ 

 

図４ 削減目標 

 

計 511.9 

計 744.3 

３１．３％削減 
計 372.2 

平成２６年度比 

５０％削減目標 

１８．７％削減 
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第４章 具体的な取組 

 

１．課題 

排出状況の分析の結果、主に以下のとおりの課題が考えられます。 

（１）電力依存度の高さ 

基準年度（2014 年度）では全排出量の約 80％が電力由来でした。電力の排出係数（九 

州電力）が下がったことで一定の削減は進んでいるものの、使用量そのものは大きく変 

わっていません。 

⇒節電行動の徹底や再エネ導入が不可欠。 

 

（２）照明の省電力化 

各村有施設の照明の LED化を進めることにより、電力の削減効果があるが財政制約や 

施設の老朽化で一気に更新できず、進んでいないことが現実的な課題。 

  ⇒国の補助金制度や交付金、地方債の積極的な活用を行いながら、「諸塚村公共施設等総 

合管理計画」に基づき、計画的な更新を進める。 

 

２．取り組みの基本方針 

上記の課題を踏まえて、温室効果ガスの排出要因である、電気使用量と灯油・重油・ガ

ソリンなどの燃料使用量の削減するための取組は職員一人ひとりが、意識して実行するこ

とによって、大きな効果が得られるものです。具体的な取り組み内容として既に実施して

いるものもありますが、５つの大きな指針を設けながら、全ての施設、全職員で重点的に

実施していきます。 

 

３．具体的な取組 

  二酸化炭素排出量の削減に関する具体的な取組は、「公共施設の整備・管理運営における 

取組」、「電気使用量削減の取組」、「燃料使用量削減の取組」、「省資源化の取組」、「その他 

の取組」の５つに分けて設定する。 
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(１）公共施設の整備・管理運営における取組  

項 目 取組内容 

照明の省エネ化 

●2030年度までに主要施設（役場庁舎・学校・体育館）への LED照

明導入割合を 50％以上とする。 

●老朽化や故障等で更新時期を迎える設備は、原則として LED 照明

に更新する。 

再生可能エネルギー活用 ●太陽光発電等の自然エネルギーを活用した設備の導入を目指す。 

省エネの設備の導入 ●施設や設備の更新の場合、省エネ型設備の導入を行う。 

公用車の低炭素化 

●公用車を更新する際には、原則として電動車（EV・FCV・PHEV・HV）

を優先的に導入する。 

●2030年度までに代替可能な電動車がない特殊車両等を除き、可能

な限り電動化を進める。 注１） 

注１）電動車とは、電気自動車（EV）、燃料電池自動車（FCV）、プラグインハイブリッド自動車（PHEV）、 

ハイブリッド自動車（HV）のことです。 

 

（２）電気使用量削減の取組 

項 目 具体的な内容 

空調の使用 

●温度設定を原則「夏季：28℃程度、冬季：20℃程度」とする。 

●夏季の軽装や冬季の重ね着等、気候に合った服装（クールビズ・

ウォームビズ等）を推進する。 

照明の使用 

●昼休みや定時終了後は、業務上特に照明が必要な箇所を除き消灯

を図る。 

●各課室の最終退庁者は、消灯を確認する。 

事務機器等の使用 

●パソコン・プリンターは長時間使用しない時は電源を切る。 

●スリープモード・スタンバイモードなどの省電力機能がある機器

については、積極的に機能を活用する。 

時間外の削減 ●DXの推進などの業務効率化により、時間外の削減を図る。 
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（３）燃料使用量削減の取組 

項 目 具体的な内容 

公用車の使用 

●省エネに配慮した運転（エコドライブ）の徹底 

●相乗りを励行する。 

●可能な限り、走行距離の縮減に努める。 

ガスの使用 ●沸かしすぎの防止や温度を下げる等、使用量の節約に努める。 

灯油の使用 ●空調機で適正な温度管理を行い、灯油の使用量の削減に努める。 

  重油の使用 ●適正運転の管理、燃焼効率の向上 

 

（４）省資源化の取組 

項 目 具体的な内容 

ペーパーレスの推進 

●コピーによる個別配布を減らし、資料の電子化を推進する。 

●モニターやプロジェクターの活用を推奨し、業務や会議における

ペーパーレス化を図る。 

●コピーする際は、両面印刷及び最小化を徹底する。 

４Ｒ活動の推進 

●設備機器の修繕に努め、使用期間の長期化を図る 

●不用でもまだ使える物品等は、職場間でのリユースを推進する。 

●廃棄の際は分別を徹底し、リサイクルを推進する。 

物品の購入等 ●グリーン購入を推進する。 注２） 

  注２）グリーン購入：製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、必要性をよく考え、環 

境への負荷がきるだけ少ないものを選んで購入すること 
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（５）その他の取組 

項 目 具体的な内容 

職員の意識啓発 
●職員個々において、地球温暖化対策の必要性を強く認識し、自発

的な取り組みとなるよう、職員間の情報共有と意識高揚を図る。 

Jークレジット推進 

●第６次諸塚村総合長期計画【後期基本計画】（第３期諸塚村人口ビ

ジョン・総合戦略）の KPI のとおり、2029 年度までに 1,400t の販

売を目標とする。 
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第５章 推進・点検体制及び進捗状況の公表 

 

１．進捗管理体制 

   進捗管理体制を下記図４に示します。 

庁内委員会（課長会）をトップとした全庁的な体制とし、実際の運用においては、各課が個別

措置のＰＤＣＡを推進・実践して、それを横断的に連携させ、全体の調整する役割を事務局が

担うものとします。 

さらに、庁内委員会において計画の策定や協議、検証を行う体制とします。 

また、指定管理者として施設管理を委託する業者に対しては、担当の主管課から協力の要請

を行い、個別措置を実施していくものとします。 
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（１）課長会 

    課長会では、定期的に（年１～２回程度）、各課からの“報告”をもとに、“協議”を行い、 

“検証”することにより、二酸化炭素排出量の削減を推進します。 

 

（２）各課 

    全ての課が対象であり、データの収集・報告等の実務を行います。 

 

（３）事務局（主幹課） 

    事務局を企画創生課に置き、計画全体の推進及び進捗状況を把握し、課長会に報告すると 

ともに、総合的な進行管理を行います。 

 

２．点検体制及び進行管理 

   各課における実施状況報告を踏まえて、課長会において、定期的に（年１～２回程度）、“報 

告”、“協議”、“検証”を行う。併せて、本計画の進捗状況、取り組み内容や削減目標等の見 

直しを概ね 5年間を目途に実施する予定とします。 

 

３．進捗状況の公表 

   計画の進捗状況、検証結果及び直近年度の温室効果ガス排出量については、年 1 回、村報

及びインターネットホームページで公表します。 
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